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ソリューションサービス事業分野における働き方改革の
取組みについて

（働き方改革専門委員会 活動報告）
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働き方改革専門委員会の設置

背景 労働環境の改善

目標値
平均残業時間
月２０時間

週１日以上のテレワーク
比率５０％以上

目的

ソリューションサービス事業分野における国際競争力
強化や生産性向上の観点を踏まえ、働く人のワーク
ライフバランスを向上できる働き方の実現

これまで以上に優秀な人材が
活躍し続ける／成長し続ける／集まり続ける

「Society5.0」を実現する
ために新しいソリューション
サービスの創出
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働き方改革専門委員会の取組み

アジェンダ

目標値のフォロー方法の
検討

働き方改革に関する
各社取組みの共有と
議論

期待されるアウトプット

目標値の進捗状況の
公開

各社の取組みのレベル
アップ

共通課題の解決

ソリューションサービス業界を
より魅力的な業界にする

◼これまで以上に同業界で働く人が健康でイキイキと働けるようにする
ために、各社の取組みを共有して参考にし合った。
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テーマ別に共有した取組み

• IT基盤整備

• テレワーク勤務制度の整備

• サテライトオフィスの拡大、等

多様で柔軟な

働き方の促進

• ITを活用した負荷分散

• SIアセットとAI活用で実現するSIオートメーション

• 企業グループ内ナレッジ共有システム、RPA活用等

効率的な

働き方の促進

• 職場環境改革

• イノベーション創出活動、等

創造性を発揮

できる働き方の促進

各社取組等、詳細は、CEATEC 2018で発表。
ソリューションサービス事業委員会ホームページ参照

https://home.jeita.or.jp/cgi-bin/page/detail.cgi?n=1079&ca=1
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目標値の進捗状況について

20H

（目標値）

50%

■時間外の状況

平均 ：23.4Ｈ→21.7Ｈ（▲1.7H）
（SE職平均 ：27.7Ｈ → 25.1Ｈ （▲2.6H））

■テレワーク実施比率

約20%

各社において、効率的な働き方、多様で柔軟な働き方への改革を進めてきたことで、
時間外労働の削減目標値については、ほぼ達成が見込まれている。
ただし、SE職など、職種によって達成状況にバラつきがあることも見えてきた。

一方、テレワーク実施比率の目標値については、乖離があるのが現状。
テレワークは、地方在住やワークライフバランス重視のエンジニアなどの活躍につながる
ことが期待されるため、実施率向上に向けた取組みの強化が必要である。

(2016年度） （2017年度） （削減値） （目標値）
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長時間労働要因調査の狙い

➢ そこで、2018年下期に、ユーザー・ベンダーの長時間労働の要因や、
双方が協力し合って取り組むべきテーマを明確化することを目的に、
ユーザー企業へのアンケート調査等を実施しました。

➢ 目標実現に向けて、今後も、各社において働き方改革を加速・拡大
していきますが、一方で、ソリューションサービス業界には、「ユーザーとベ
ンダーが設計・開発・保守・運用の各フェーズにおいて密接な関係で働
く」という業界特性があるため、ユーザーとベンダーが一体となって働き方
改革に取り組む必要もあるのではないかという議論になりました。
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調査の概要

ユーザー企業へのアンケート調査

有識者ヒヤリング

＊みずほ情報総研株式会社に本調査を委託し、結果に基づき当専門委員会にて
概要を取り纏めた。
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アンケート調査の概要

目的

概要

◆ 「働き方改革を実現するためには、受注者（ITベンダー）と発注者（ユーザー企業）が連携して取り組むことが重

要である」という認識のもと、発注者（ユーザー企業）側の実態や問題意識などを把握する。

調査対象
ITベンダーへの発注を行っている（または今年度内に行う予定のある）ユーザー企業の

IT担当者（1,000名）

調査方法 WEBアンケート（WEBリサーチ会社の登録WEBモニターを利用）

実施時期 2018年10月初旬

調査項目

✓ 回答者の所属企業の属性（業種、従業員規模 等）

✓ 回答者の属性（所属部門、役職、IT業務経験、IT企業からの転職経験 等）

✓ 現在発注している業務の種類・規模、発注先のITベンダーの従業員規模 等

✓ IT担当者の残業の状況（非IT担当者と比べて、長時間労働の傾向がみられるか）

✓ IT担当者の残業時間が多い理由

✓ 当初想定外の工数の増加が発生する原因

✓ 仕様変更と契約変更の状況とあり方

✓ 働き方改革の効果

✓ 発注者と受注者のあり方

✓ 発注者と受注者が連携した働き方改革の意義 等
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アンケート調査結果（1） ～ IT担当者の業務経験と残業時間①

情報システム担当部署（担当者）は、他の業務担
当部署（担当者）よりも残業時間が長いと思うか

 情報システム担当部署（担当者）は、

他の業務担当部署（担当者）よりも

残業時間が長いと思うか、という質問で

は、全体で約70％が「思う」（強くそう思

う＋どちらかと言えばそう思う）と回答。

19.3% 51.9% 19.9% 8.9%

0% 25% 50% 75% 100%

n=1,000

強くそう思う

どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない

まったくそう思わない

25.0%

14.0%

18.3%

15.6%

15.2%

19.0%

9.5%

22.2%

28.9%

20.5%

24.6%

22.2%

17.8%

47.7%

54.4%

55.5%

60.0%

53.2%

45.2%

57.1%

49.5%

35.6%

54.9%

59.6%

44.4%

48.9%

22.7%

24.6%

17.3%

17.8%

20.3%

25.0%

21.4%

18.2%

28.9%

17.2%

7.0%

26.7%

22.2%

4.5%

7.0%

8.9%

6.7%

11.4%

10.7%

11.9%

10.1%

6.7%

7.4%

8.8%

6.7%

11.1%

0% 25% 50% 75% 100%

官公庁・公的機関（n=44）

地方自治体（n=57）

製造業（機械等）（n=191）

製造業（食品等）（n=45）

建設・土木業（n=79）

上記以外の製造業（n=84）

インフラ関連業（n=42）

金融・保険業（n=99）

通信・通信サービス業（n=45）

流通・卸売・小売業（n=122）

医療・福祉業（n=57）

教育サービス業（n=45）

その他サービス業（n=90）

強くそう思う どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない まったくそう思わない
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IT担当者の残業時間が長い原因

42.1%

37.2%

32.2%

29.6%

21.9%

19.4%

17.7%

7.2%

7.0%

2.2%

1.3%

0% 25% 50% 75% 100%

最初の仕様が明確でなく、変更や追加が多いから

情報システムのユーザー（利用部門・利用者等）からの要望が多いから

やり直しや手戻りが多いから

トラブルが多いから

短い期間での対応が必要な業務が多いから

品質やサービス水準を高めるために時間がかかるから

納期が決まっているから

担当する業務が多い方が評価されるから

帰りづらい雰囲気があるから

残業代が欲しいから

その他 n=712

アンケート調査結果（2） ～ IT担当者の業務経験と残業時間②

 IT担当者の残業時間が長い原因の上位3つは、「最初の仕様が明確でなく、変更や

追加が多いから（約4割）」、「情報システムのユーザーからの要望が多いから（約4

割）」、「やり直しや手戻りが多いから（約3割）」であった。
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アンケート調査結果（3） ～ IT担当者の業務経験と残業時間（働き方改革）

労働時間や残業時間の削減に取り組んでいるか

77.7% 22.3%

0% 25% 50% 75% 100%

n=1,000

取り組んでいる 取り組んでいない

72.7%

80.7%

81.2%

75.6%

70.9%

72.6%

92.9%

87.9%

80.0%

75.4%

73.7%

68.9%

73.3%

27.3%

19.3%

18.8%

24.4%

29.1%

27.4%

7.1%

12.1%

20.0%

24.6%

26.3%

31.1%

26.7%

0% 25% 50% 75% 100%

官公庁・公的機関（n=44）

地方自治体（n=57）

製造業（機械等）（n=191）

製造業（食品等）（n=45）

建設・土木業（n=79）

上記以外の製造業（n=84）

インフラ関連業（n=42）

金融・保険業（n=99）

通信・通信サービス業（n=45）

流通・卸売・小売業（n=122）

医療・福祉業（n=57）

教育サービス業（n=45）

その他サービス業（n=90）

取り組んでいる 取り組んでいない

 約8割のIT担当者が労働時間や残業時

間の削減に取り組んでいる
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アンケート調査結果（4） ～ ITベンダーの残業時間①

29.5%

14.0%

18.3%

15.6%

21.5%

23.8%

16.7%

27.3%

17.8%

15.6%

24.6%

17.8%

12.2%

47.7%

71.9%

55.0%

68.9%

54.4%

47.6%

57.1%

55.6%

60.0%

64.8%

57.9%

64.4%

60.0%

15.9%

14.0%

21.5%

11.1%

16.5%

20.2%

21.4%

12.1%

13.3%

13.1%

17.5%

11.1%

21.1%

6.8%

5.2%

4.4%

7.6%

8.3%

4.8%

5.1%

8.9%

6.6%

6.7%

6.7%

0% 25% 50% 75% 100%

官公庁・公的機関（n=44）

地方自治体（n=57）

製造業（機械等）（n=191）

製造業（食品等）（n=45）

建設・土木業（n=79）

上記以外の製造業（n=84）

インフラ関連業（n=42）

金融・保険業（n=99）

通信・通信サービス業（n=45）

流通・卸売・小売業（n=122）

医療・福祉業（n=57）

教育サービス業（n=45）

その他サービス業（n=90）

強くそう思う どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない まったくそう思わない

発注先のITベンダーの残業時間は
発注元よりも長いと思うか

19.4% 58.2% 16.8% 5.6%

0% 25% 50% 75% 100%

n=1,000

強くそう思う どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない まったくそう思わない

 発注先のITベンダーの残業時間は発

注元よりも長いと思うか、という質問項

目では、「思う」（強くそう思う＋どちら

かと言えばそう思う）が約75％を占め

ている。
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発注先のITベンダーの残業時間が長い原因

38.5%

34.3%

31.8%

27.4%

25.0%

23.2%

18.6%

7.3%

7.2%

2.3%

0.6%

0% 25% 50% 75% 100%

最初の仕様が明確でなく、変更や追加が多いから

情報システムのユーザー（利用部門・利用者等）からの要望が多いから

やり直しや手戻りが多いから

トラブルが多いから

短い期間での対応が必要な業務が多いから

納期が決まっているから

品質やサービス水準を高めるために時間がかかるから

帰りづらい雰囲気があるから

担当する業務が多い方が評価されるから

残業代が欲しいから

その他 n=776

アンケート調査結果（5） ～ ITベンダーの残業時間②

 ITベンダーの残業時間が長い原因の上位3つは、「最初の仕様が明確でなく、変更や追加が

多いから（約4割）」、「情報システムのユーザーからの要望が多いから（約4割）」、「やり直

しや手戻りが多いから（約3割）」であった。上位3つは、ユーザーの「IT担当者の残業時間

が長い原因」の上位3つの同じ結果となっている。
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22.7%

7.0%

14.1%

11.1%

12.7%

15.5%

9.5%

18.2%

17.8%

12.3%

14.0%

17.8%

25.6%

43.2%

59.6%

47.6%

66.7%

49.4%

42.9%

45.2%

53.5%

48.9%

57.4%

66.7%

44.4%

42.2%

27.3%

17.5%

29.8%

13.3%

30.4%

31.0%

28.6%

19.2%

31.1%

24.6%

17.5%

24.4%

23.3%

6.8%

15.8%

8.4%

8.9%

7.6%

10.7%

16.7%

9.1%

2.2%

5.7%

1.8%

13.3%

8.9%

0% 25% 50% 75% 100%

官公庁・公的機関（n=44）

地方自治体（n=57）

製造業（機械等）（n=191）

製造業（食品等）（n=45）

建設・土木業（n=79）

上記以外の製造業（n=84）

インフラ関連業（n=42）

金融・保険業（n=99）

通信・通信サービス業（n=45）

流通・卸売・小売業（n=122）

医療・福祉業（n=57）

教育サービス業（n=45）

その他サービス業（n=90）

頻繁にある ときどきある まれにある まったくない

18時以降にITベンダーと打合せを
行うことがあるか

アンケート調査結果（6） ～ ITベンダーの残業時間③

 18時以降にITベンダーと打ち合わせを

行うことが「ある」（頻繁にある＋ときど

きある）のは、約65％を占めている。

15.3% 50.9% 25.2% 8.6%

0% 25% 50% 75% 100%

n=1,000

頻繁にある ときどきある まれにある まったくない
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56.8%

35.6%

28.8%

9.5%

8.5%

0.8%

0% 25% 50% 75% 100%

緊急の対応が必要だから

夜間しか時間が取れないから

夜間の方が都合がよいから

（集まりやすい、その後の予定がない、など）

慣例的に夜間に実施することになっているから

受注者であれば何時であろうと対応すべきだから

（夜間かどうかは関係ないから）

その他 n=914

18時以降にITベンダーと打合せを行う理由

アンケート調査結果（7） ～ ITベンダーの残業時間③

 18時以降にITベンダーと打ち合わせを行う理由としては、「緊急の対応が必要だから」が56.8％で

あった。

 その他にも「夜間しか時間が取れないから」や「夜間のほうが都合がよいから」、「慣例的に夜間に実

施することになっているから」、「受注者であれば何時であろうと他追うすべきだから」といった理由も少

なからずある。
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27.3%

12.3%

23.6%

8.9%

20.3%

26.2%

9.5%

18.2%

35.6%

18.9%

17.5%

24.4%

17.8%

27.3%

31.6%

32.5%

46.7%

39.2%

26.2%

31.0%

34.3%

28.9%

37.7%

50.9%

40.0%

37.8%

29.5%

45.6%

33.5%

33.3%

26.6%

36.9%

52.4%

38.4%

28.9%

31.1%

14.0%

22.2%

33.3%

11.4%

5.3%

6.3%

8.9%

10.1%

3.6%

7.1%

9.1%

2.2%

7.4%

15.8%

6.7%

8.9%

4.5%

5.3%

4.2%

2.2%

3.8%

7.1%

4.4%

4.9%

1.8%

6.7%

2.2%

0% 25% 50% 75% 100%

官公庁・公的機関（n=44）

地方自治体（n=57）

製造業（機械等）（n=191）

製造業（食品等）（n=45）

建設・土木業（n=79）

上記以外の製造業（n=84）

インフラ関連業（n=42）

金融・保険業（n=99）

通信・通信サービス業（n=45）

流通・卸売・小売業（n=122）

医療・福祉業（n=57）

教育サービス業（n=45）

その他サービス業（n=90）

発注元（自分の所属組織）の取り組み

どちらかと言えば発注元（自分の所属組織）の取り組み

発注元と発注先のどちらの取り組みも同じ

どちらかと言えば発注先（ITベンダー）の取り組み

発注先（ITベンダー）の取り組み

アンケート調査結果（8） ～発注元とITベンダーの取り組み①

ITベンダーの残業時間を減らす上で、
ITベンダー自身と発注元のどちら側の取り組みが効果的か

20.4% 35.3% 32.9% 7.7% 3.7%

0% 25% 50% 75% 100%

n=1,000

発注元（自分の所属組織）の取り組み

どちらかと言えば発注元（自分の所属組織）の取り組み

発注元と発注先のどちらの取り組みも同じ

どちらかと言えば発注先（ITベンダー）の取り組み

発注先（ITベンダー）の取り組み

 ITベンダーの残業時間を減らす上で、

発注元の取り組みが効果的という回答

は約6割。
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20.3% 41.7% 30.1% 6.1% 1.8%

0% 25% 50% 75% 100%

n=1,000

発注元（自分の所属組織）

どちらかと言えば発注元（自分の所属組織）

発注元と発注先のどちらにも同じ程度ある

どちらかと言えば発注先（ITベンダー）

発注先（ITベンダー）

27.3%

12.3%

22.0%

15.6%

22.8%

23.8%

16.7%

23.2%

20.0%

18.0%

14.0%

33.3%

14.4%

47.7%

35.1%

40.3%

48.9%

44.3%

45.2%

31.0%

39.4%

44.4%

41.0%

49.1%

33.3%

43.3%

18.2%

40.4%

27.7%

33.3%

24.1%

21.4%

50.0%

32.3%

26.7%

32.0%

29.8%

22.2%

37.8%

4.5%

12.3%

7.9%

2.2%

6.3%

7.1%

3.0%

6.7%

7.4%

5.3%

11.1%

2.2%

2.3%

2.1%

2.5%

2.4%

2.4%

2.0%

2.2%

1.6%

1.8%

2.2%

0% 25% 50% 75% 100%

官公庁・公的機関（n=44）

地方自治体（n=57）

製造業（機械等）（n=191）

製造業（食品等）（n=45）

建設・土木業（n=79）

上記以外の製造業（n=84）

インフラ関連業（n=42）

金融・保険業（n=99）

通信・通信サービス業（n=45）

流通・卸売・小売業（n=122）

医療・福祉業（n=57）

教育サービス業（n=45）

その他サービス業（n=90）

発注元（自分の所属組織）

どちらかと言えば発注元（自分の所属組織）

発注元と発注先のどちらにも同じ

どちらかと言えば発注先（ITベンダー）

発注先（ITベンダー）

アンケート調査結果（9） ～発注元とITベンダーの取り組み①

「当初想定以上の工数の増加」が起こる原因は、
ITベンダー自身と発注元のどちらにあるか

 当初想定以上の工数の増加の原因

は、約6割が発注元と回答
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「当初想定以上の工数の増加」を抑えるために効果的な取り組み

44.3%

44.1%

33.8%

26.8%

25.2%

16.7%

6.2%

0.6%

0% 25% 50% 75% 100%

情報システムの仕様について、発注元（自分の所属組織）内で十分な合意を形成する

仕様が固まってから発注を行う

ITベンダーとコミュニケーションをもっと密に取る

情報システムのユーザー（利用部門・利用者等）からの要望を調整・制限する

仕様の追加・変更を制限する

納期を柔軟に調整する（状況に応じて納期を伸ばす）

品質やサービス水準を調整する（状況に応じて水準を下げる）

その他 n=1,000

アンケート調査結果（10） ～発注元とITベンダーの取り組み②

 当初想定以上の工数の増加を抑える効果的な取り組みとして、「発注元内で十分な合意形成をする

（約4割）」、「仕様が固まってから発注を行う（約4割）、「ITベンダーとコミュニケーションをもっと密

に取る（約3割）」、「情報システムのユーザーからの要望を調整・制限する（約3割）」、「仕様の追

加・変更を制限する（約3割）」、「納期を柔軟に調整する（約2割）」があげられる。
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アンケート調査結果（11） ～仕様変更と契約変更の実態①

ITベンダーへの発注時点での仕様の確定度合い

13.0% 35.2% 38.6% 7.1%

3.5%

2.6%

0% 25% 50% 75% 100%

n=1,000

ほぼすべて決まっている

4分の3程度決まっている

半分程度決まっている

4分の1程度決まっている

ほとんど決まっていない

分からない（仕様の作成に関わったことがない、など）

18.2%

21.1%

10.5%

13.3%

12.7%

14.3%

9.5%

11.1%

8.9%

12.3%

12.3%

22.2%

12.2%

34.1%

45.6%

34.6%

26.7%

31.6%

26.2%

35.7%

29.3%

46.7%

41.0%

33.3%

35.6%

40.0%

27.3%

26.3%

43.5%

44.4%

41.8%

41.7%

40.5%

45.5%

33.3%

32.0%

40.4%

33.3%

37.8%

11.4%

3.5%

5.8%

8.9%

10.1%

8.3%

7.1%

7.1%

6.7%

9.0%

5.3%

2.2%

6.7%

4.5%

3.1%

4.4%

2.5%

3.6%

2.4%

1.0%

4.4%

5.7%

5.3%

6.7%

3.3%

4.5%

3.5%

2.6%

2.2%

1.3%

6.0%

4.8%

6.1%

3.5%

0% 25% 50% 75% 100%

官公庁・公的機関（n=44）

地方自治体（n=57）

製造業（機械等）（n=191）

製造業（食品等）（n=45）

建設・土木業（n=79）

上記以外の製造業（n=84）

インフラ関連業（n=42）

金融・保険業（n=99）

通信・通信サービス業（n=45）

流通・卸売・小売業（n=122）

医療・福祉業（n=57）

教育サービス業（n=45）

その他サービス業（n=90）

ほぼすべて決まっている

4分の3程度決まっている

半分程度決まっている

4分の1程度決まっている

ほとんど決まっていない

分からない（仕様の作成に関わったことがない、など）

 発注時点で仕様の確定度合いが半分

以下は約5割
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契約締結後の仕様変更の割合

アンケート調査結果（12） ～仕様変更と契約変更の実態①

11.9% 39.5% 31.3% 8.6%

1.9%

6.8%

0% 25% 50% 75% 100%

n=1,000

ほとんど発生しない（ほぼ最初の仕様通り）

最初の仕様の4分の1程度

最初の仕様の4分の1から半分程度

最初の仕様の半分から4分の3程度

最初の仕様の4分の3以上

分からない（仕様の変更や追加に関わったことがない、など）

18.2%

17.5%

13.1%

4.4%

16.5%

15.5%

7.1%

8.1%

11.1%

9.8%

7.0%

20.0%

7.8%

34.1%

42.1%

38.7%

42.2%

34.2%

33.3%

38.1%

46.5%

42.2%

38.5%

38.6%

40.0%

44.4%

27.3%

26.3%

35.1%

33.3%

32.9%

28.6%

31.0%

27.3%

31.1%

31.1%

36.8%

20.0%

35.6%

6.8%

8.8%

3.7%

11.1%

7.6%

9.5%

11.9%

8.1%

8.9%

13.9%

10.5%

11.1%

7.8%

4.5%

1.0%

2.2%

3.8%

2.4%

2.4%

4.4%

3.3%

2.2%

9.1%

5.3%

8.4%

6.7%

5.1%

10.7%

9.5%

10.1%

2.2%

3.3%

7.0%

8.9%

2.2%

0% 25% 50% 75% 100%

官公庁・公的機関（n=44）

地方自治体（n=57）

製造業（機械等）（n=191）

製造業（食品等）（n=45）

建設・土木業（n=79）

上記以外の製造業（n=84）

インフラ関連業（n=42）

金融・保険業（n=99）

通信・通信サービス業（n=45）

流通・卸売・小売業（n=122）

医療・福祉業（n=57）

教育サービス業（n=45）

その他サービス業（n=90）

ほとんど発生しない（ほぼ最初の仕様通り）

最初の仕様の4分の1程度

最初の仕様の4分の1から半分程度

最初の仕様の半分から4分の3程度

最初の仕様の4分の3以上

分からない（仕様の変更や追加に関わったことがない、など）

 約8割が契約締結後の仕様変更が発

生している。
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アンケート調査結果（13） ～仕様変更と契約変更の実態②

仕様変更に伴って行う契約変更の頻度

13.6%

12.3%

11.5%

6.7%

11.4%

13.1%

16.7%

9.1%

17.8%

11.5%

5.3%

17.8%

10.0%

29.5%

22.8%

35.1%

31.1%

38.0%

26.2%

28.6%

26.3%

24.4%

31.1%

40.4%

28.9%

28.9%

27.3%

42.1%

26.2%

35.6%

25.3%

27.4%

31.0%

29.3%

35.6%

36.1%

35.1%

22.2%

38.9%

13.6%

10.5%

15.2%

15.6%

17.7%

10.7%

9.5%

16.2%

13.3%

13.9%

10.5%

15.6%

12.2%

9.1%

7.0%

5.8%

6.7%

3.8%

9.5%

4.8%

7.1%

6.7%

4.1%

5.3%

6.7%

6.7%

6.8%

5.3%

6.3%

4.4%

3.8%

13.1%

9.5%

12.1%

2.2%

3.3%

3.5%

8.9%

3.3%

0% 25% 50% 75% 100%

官公庁・公的機関（n=44）

地方自治体（n=57）

製造業（機械等）（n=191）

製造業（食品等）（n=45）

建設・土木業（n=79）

上記以外の製造業（n=84）

インフラ関連業（n=42）

金融・保険業（n=99）

通信・通信サービス業（n=45）

流通・卸売・小売業（n=122）

医療・福祉業（n=57）

教育サービス業（n=45）

その他サービス業（n=90）

仕様変更・追加のボリュームが比較的小さくても、必ず行っている

仕様変更・追加のボリュームがある程度大きければ、必ず行っている

仕様変更・追加のボリュームがある程度大きければ、行うことが多い

仕様変更・追加のボリュームがある程度大きければ、行うこともある（あってもまれ）

仕様変更・追加のボリュームに関わらず、ほとんど行わない

分からない（仕様の変更や追加に関わったことがない、など）

11.6% 30.8% 31.2% 13.8%

6.2%

6.4%

0% 25% 50% 75% 100%

n=1,000

仕様変更・追加のボリュームが比較的小さくても、必ず行っている

仕様変更・追加のボリュームがある程度大きければ、必ず行っている

仕様変更・追加のボリュームがある程度大きければ、行うことが多い

仕様変更・追加のボリュームがある程度大きければ、行うこともある

（あってもまれ）
仕様変更・追加のボリュームに関わらず、ほとんど行わない

 仕様変更に伴う契約変更について、必ず

行っている割合は、1割にとどまっている。
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35.0%

32.5%

31.5%

26.5%

12.0%

2.0%

0% 25% 50% 75% 100%

発注側で契約変更を行う余裕がないから

（人手が足りないから、など）

ITベンダーは、仕様の変更や追加も見込んで

見積もっているはずだから（契約変更は必要ないから）

契約金額以上の予算がないから

契約変更の合理性を内部で説明できないから

仕様変更・追加の多くはITベンダー側の責任だから

その他
n=200

契約変更が行われない理由（全体）

アンケート調査結果（14） ～仕様変更と契約変更の実態③

 契約変更が行われない上位3つの理由とし

て、「発注側で契約変更を行う余裕がない

から（約4割）」、「ITベンダーは仕様変更

や追加の見込んで見積もっているはずだから

（約3割）」、「契約金以上の予算がない

から（3割）」であった。

50.0%

60.0%

27.5%

50.0%

29.4%

11.8%

66.7%

21.7%

22.2%

31.8%

22.2%

40.0%

29.4%

20.0%

20.0%

35.0%

20.0%

29.4%

29.4%

33.3%

26.1%

22.2%

13.6%

22.2%

20.0%

35.3%

30.0%

30.0%

35.0%

50.0%

41.2%

23.5%

50.0%

21.7%

33.3%

50.0%

44.4%

30.0%

29.4%

10.0%

40.0%

27.5%

20.0%

29.4%

47.1%

0.0%

34.8%

44.4%

31.8%

44.4%

40.0%

41.2%

10.0%

30.0%

2.5%

0.0%

11.8%

5.9%

0.0%

17.4%

22.2%

9.1%

33.3%

40.0%

5.9%

0% 25% 50% 75% 100%

官公庁・公的機関（n=10）

地方自治体（n=10）

製造業（機械等）（n=40）

製造業（食品等）（n=10）

建設・土木業（n=17）

上記以外の製造業（n=17）

インフラ関連業（n=6）

金融・保険業（n=23）

通信・通信サービス業（n=9）

流通・卸売・小売業（n=22）

医療・福祉業（n=9）

教育サービス業（n=10）

その他サービス業（n=17）

契約金額以上の予算がないから

契約変更の合理性を内部で説明できないから

発注側で契約変更を行う余裕がないから（人手が足りないから、など）

ITベンダーは、仕様の変更や追加も見込んで見積もっているはずだから（契約変更は必要ないから）

仕様変更・追加の多くはITベンダー側の責任だから
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45.5%

36.8%

44.5%

51.1%

34.2%

32.1%

28.6%

52.5%

53.3%

31.1%

40.4%

35.6%

31.1%

52.3%

57.9%

50.3%

48.9%

59.5%

63.1%

61.9%

43.4%

37.8%

61.5%

52.6%

53.3%

61.1%

2.3%

5.3%

5.2%

6.3%

4.8%

9.5%

4.0%

8.9%

7.4%

7.0%

11.1%

7.8%

0% 25% 50% 75% 100%

官公庁・公的機関（n=44）

地方自治体（n=57）

製造業（機械等）（n=191）

製造業（食品等）（n=45）

建設・土木業（n=79）

上記以外の製造業（n=84）

インフラ関連業（n=42）

金融・保険業（n=99）

通信・通信サービス業（n=45）

流通・卸売・小売業（n=122）

医療・福祉業（n=57）

教育サービス業（n=45）

その他サービス業（n=90）

いる いない 分からない

アンケート調査結果（15） ～常駐IT要員

現在、常駐のITベンダー要員がいるか

39.6% 54.4% 6.0%

0% 25% 50% 75% 100%

n=1,000

いる いない 分からない

 約4割のIT担当者が、「常駐のITベン

ダー要員がいる」と回答。
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アンケート調査結果（16） ～常駐IT要員

常駐要員は削減可能だと思うか

18.4% 53.5% 23.7% 4.3%

0% 25% 50% 75% 100%

n=1,000

強くそう思う

どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない

まったくそう思わない

35.0%

9.5%

12.9%

17.4%

22.2%

29.6%

16.7%

13.5%

16.7%

21.1%

30.4%

25.0%

10.7%

35.0%

38.1%

56.5%

60.9%

55.6%

51.9%

50.0%

44.2%

50.0%

57.9%

60.9%

62.5%

67.9%

15.0%

38.1%

28.2%

13.0%

22.2%

18.5%

33.3%

34.6%

29.2%

21.1%

8.7%

6.3%

17.9%

15.0%

14.3%

2.4%

8.7%

7.7%

4.2%

6.3%

3.6%

0% 25% 50% 75% 100%

官公庁・公的機関（n=20）

地方自治体（n=21）

製造業（機械等）（n=85）

製造業（食品等）（n=23）

建設・土木業（n=27）

上記以外の製造業（n=27）

インフラ関連業（n=12）

金融・保険業（n=52）

通信・通信サービス業（n=24）

流通・卸売・小売業（n=38）

医療・福祉業（n=23）

教育サービス業（n=16）

その他サービス業（n=28）

強くそう思う どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない まったくそう思わない

 約7割のIT担当者が、「常駐要員は

削減可能」と回答。
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30.0%

9.5%

12.9%

13.0%

22.2%

29.6%

33.3%

9.6%

16.7%

15.8%

26.1%

37.5%

25.0%

50.0%

76.2%

65.9%

73.9%

59.3%

51.9%

50.0%

53.8%

54.2%

65.8%

56.5%

50.0%

53.6%

10.0%

9.5%

20.0%

13.0%

14.8%

18.5%

16.7%

32.7%

16.7%

15.8%

17.4%

12.5%

17.9%

10.0%

4.8%

1.2%

3.7%

3.8%

12.5%

2.6%

3.6%

0% 25% 50% 75% 100%

官公庁・公的機関（n=20）

地方自治体（n=21）

製造業（機械等）（n=85）

製造業（食品等）（n=23）

建設・土木業（n=27）

上記以外の製造業（n=27）

インフラ関連業（n=12）

金融・保険業（n=52）

通信・通信サービス業（n=24）

流通・卸売・小売業（n=38）

医療・福祉業（n=23）

教育サービス業（n=16）

その他サービス業（n=28）

強くそう思う どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない まったくそう思わない

アンケート調査結果（17） ～常駐IT要員

常駐のITベンダー要員を
リモート対応に置き換えられると思うか

18.7% 59.8% 18.4% 3.0%

0% 25% 50% 75% 100%

n=1,000

強くそう思う どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない まったくそう思わない

 約8割のIT担当者が、「常駐のITベン

ダー要員をリモート対応に置き換えられ

ると思う」と回答。
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22.7%

8.8%

8.4%

11.1%

10.1%

9.5%

4.8%

9.1%

8.9%

11.5%

10.5%

8.9%

6.7%

38.6%

33.3%

47.1%

51.1%

36.7%

44.0%

35.7%

37.4%

33.3%

44.3%

52.6%

44.4%

46.7%

25.0%

49.1%

33.5%

31.1%

39.2%

32.1%

45.2%

42.4%

35.6%

34.4%

29.8%

44.4%

36.7%

13.6%

8.8%

11.0%

6.7%

13.9%

14.3%

14.3%

11.1%

22.2%

9.8%

7.0%

2.2%

10.0%

0% 25% 50% 75% 100%

官公庁・公的機関（n=44）

地方自治体（n=57）

製造業（機械等）（n=191）

製造業（食品等）（n=45）

建設・土木業（n=79）

上記以外の製造業（n=84）

インフラ関連業（n=42）

金融・保険業（n=99）

通信・通信サービス業（n=45）

流通・卸売・小売業（n=122）

医療・福祉業（n=57）

教育サービス業（n=45）

その他サービス業（n=90）

強くそう思う どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない まったくそう思わない

「自分の所属組織は、発注者として果たすべき
責任を十分に果たしていない」

アンケート調査結果（18） ～発注者と受注者の関係のあり方②

9.7% 42.8% 36.4% 11.1%

0% 25% 50% 75% 100%

n=1,000

強くそう思う どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない まったくそう思わない

 約5割のIT担当者が、「自分の所属組

織は、発注者として果たすべき責任を

十分に果たしていない」と回答。
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25.0%

21.1%

28.8%

24.4%

29.1%

32.1%

40.5%

40.4%

44.4%

30.3%

26.3%

15.6%

35.6%

52.3%

64.9%

55.0%

51.1%

46.8%

47.6%

35.7%

41.4%

37.8%

46.7%

49.1%

64.4%

48.9%

20.5%

12.3%

12.6%

17.8%

21.5%

17.9%

21.4%

14.1%

11.1%

19.7%

19.3%

8.9%

13.3%

2.3%

1.8%

3.7%

6.7%

2.5%

2.4%

2.4%

4.0%

6.7%

3.3%

5.3%

11.1%

2.2%

0% 25% 50% 75% 100%

官公庁・公的機関（n=44）

地方自治体（n=57）

製造業（機械等）（n=191）

製造業（食品等）（n=45）

建設・土木業（n=79）

上記以外の製造業（n=84）

インフラ関連業（n=42）

金融・保険業（n=99）

通信・通信サービス業（n=45）

流通・卸売・小売業（n=122）

医療・福祉業（n=57）

教育サービス業（n=45）

その他サービス業（n=90）

強くそう思う どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない まったくそう思わない

アンケート調査結果（19） ～発注者と受注者の関係のあり方③

30.7% 49.6% 15.9% 3.8%

0% 25% 50% 75% 100%

n=1,000

強くそう思う どちらかと言えばそう思う

どちらかと言えばそう思わない まったくそう思わない

「情報システムの開発を成功させるためには、
発注者と受注者が相互に理解し合うことが重要である」

 約8割のIT担当者が、「情報システム

の開発を成功させるためには、発注者

と受注者が相互に理解しあうことが重

要」と回答。
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43.4%

42.4%

36.2%

25.8%

25.4%

24.8%

12.3%

10.8%

1.3%

0% 25% 50% 75% 100%

見積（単価）が不透明である（高いように感じる）

発注者の意図や要望を正確に理解してくれないことが多い

見積（工数）が不透明である（多いように感じる）

発注者の指示通り業務を実施してくれないことが多い

作業が遅れがちである

品質が期待水準に満たないことが多い

作業が遅れる理由がよく分からない

やれると言っていたのにやれないことが多い

その他 n=1,000

ITベンダー側に改善して欲しいこと

アンケート調査結果（20） ～発注者と受注者の関係のあり方④

 ITベンダー側に改善してほしいこと上位3つは、「見積（単価）が不透明である（約4割）」、

「発注者の意図や要望を正確に理解してくれないことが多い（約4割）」、「見積（工数）が

不透明である（約4割）」であった。
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調査の概要

ユーザー企業へのアンケート調査

有識者ヒヤリング

＊みずほ情報総研株式会社に本調査を委託し、結果に基づき当専門委員会にて
概要を取り纏めた。

32



All Rights Reserved, Copyright© JEITA 2019

有識者インタビュー調査の概要

調査対象 ITベンダーへの発注経験のあるユーザー企業・組織（官公庁等を含む）の関係者や有識者（7名）

調査方法 個別インタビュー調査

実施時期 2018年7月～10月

調査項目

✓ ITベンダーの長時間労働に対する問題意識と実態

✓長時間労働の発生原因（常駐の必要性等を含む）

✓長時間労働の解決策とその現実性（契約形態の変更、仕様の明確化、仕様変更の最小化等は

どの程度可能なのか、具体的にどのように取り組むのが効果的か、等）

✓ ITベンダーとユーザー企業が連携した（業界横断的な）取り組みの必要性や意義 等

目的

◆ 「働き方改革を実現するためには、受注者（ITベンダー）と発注者（ユーザー企業）が連携して取り組むことが重

要である」という認識のもと、業界の有識者にインタビューし、長時間労働の要因と解決の方向性についての意見やア

ドバイスをいただく。

概要
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有識者ヒアリングのまとめ①

1.業界慣行改善：受発注双方の意識改革(A)

◆仕様不透明なままで始めないよう、仕様の明確化を図り、業界慣行を

変える必要がある。

・仕様の明確化は、ユーザー企業側が適切な発注能力と意志を持っ

ていれば十分可能である。

・働き方改革の本質は、労働人口が減少する未来を見据えて、「これ

まで以上に生産性を上げること」 にある。仕様が不透明なまま始めるか

ら、当初の金額がどこまでの範囲を示すのかが分からなくなり、仕様の

追加や変更に対する費用の増加分も不透明になって、金額を据え置

いたまま、何度も仕様変更が起こる。これが、結果的に生産性を下げ

る原因となっている。業界慣行を変える必要がある。
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有識者ヒアリングのまとめ②

◆円滑にプロジェクトを進めるためには、ユーザー企業の内部におけるIT

部門と事業部門の関係も重要

・事業部門からの追加の要求を、IT部門側で適切にコントロールしつつ、

予定通りの納期・費用内に収めることを徹底して実現しようとすること

が重要である。

◆ユーザー、ITベンダー等システム開発案件に関わる関係企業一体に

なっての開発が重要

・予定通りの品質・コスト・納期でシステムを開発するためには、発注元

であるユーザー企業から、IT子会社、ITベンダー、さらにその先の下請

企業まで、システム開発案件に関わる関係企業が、一体となって（連

携して）開発業務を進めることが重要であるが、そのようなWin-Win

の関係が重要であるということを、本当に実感を持って理解している

ユーザー企業は少ないのが現状である。

2.コミニュケーションのあり方(B)
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有識者ヒアリングのまとめ③

3.契約条件の柔軟化（C)

◆柔軟な予算運用

・公共分野のシステム開発案件は、民間企業よりも、仕様が不確定な

ことが多い。特に中央省庁では、２年ほどで担当者が異動してしまう

ため、IT担当者としてのスキルを習得するための十分な機会も得難く、

担当者が十分な仕様書を作成するのは困難。予算が硬直的であり、

割り当てられた以上の予算はないため、仕様の追加や変更に伴って、

追加費用を用意することは難しい状況にある。
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I. 働き方改革専門委員会のこれまでの活動内容

II.長時間労働要因調査の背景・結果

• アンケート調査結果

• 有識者ヒアリング結果

III.長時間労働要因分析と解決の方向性

IV.今後に向けて

Ⅲ.長時間労働要因分析と解決の方向性
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長時間労働の要因分析と解決の方向性

仕事（業務量）が多い

人員が少ない

想定外の業務の発生
（トラブル対応など）

働き手の長時間志向

業務の効率が悪い

過剰なプロ意識

早く帰りづらい雰囲気

残業代目的・何となく残業

組織の雰囲気・慣習 長く働くことが評価される

仕様変更・追加が多い

予算が限られている
（追加人員をアサインできない）

必要な能力・スキルのある
人材が少ない

担当者のスキルのバラつき

組織内のノウハウ共有不足

契約内容に対する
認識の乖離

契約条件が厳しい
（低価格・短納期）

長時間労働の要因 解決の方向性

＜これまでの働き方改革＞

意識や慣習の改善の
目標の設定と

その実現施策の実行

納期が限られている

人材育成の強化

開発プロセス等の改善

契約条件の柔軟化に
向けた

各種取り組みの推進

（多段階契約・準委任契約等）

仕様書作成支援、
内部調整力の向上・支援

ベ
ン
ダ
ー
が
引
き
続
き
取
り
組
む
こ
と

お
客
様
と
一
体
に
な
っ
て
取
り
組
み
た
い
こ
と

個
人
の
問
題

組
織
の
問
題

業
務
特
性
（
業
界
の
問
題
）

契約外の業務の発生
受発注関係に対する
意識改革・改善

業務環境の整備

仕様書が作成できない
部門間での調整が難航

仕様未確定での契約締結 契約慣行の改善

その原因

仕様が確定できない

顧客ニーズに密着した
ITサービスに対するニーズ

テクノロジによる解決
（リモート保守の導入等）

拘束時間が長い 時間外・夜間の打合せが多い

「常駐」 という勤務形態

働き方に対する
意識改革・改善

対価に対する認識の乖離

(6)(7)

(5)
(2)(5)(10)(12)

(14)

(15)(16)
(17)

(20)

(A)(B)(C)

(A)

(A)(B)

(A)

(A)(B)(C)
(C)(C)

（ ）ユーザー企業アンケート
（ ）有識者ヒアリング

(5)

(10)

(10)

(10)(11)

(10)

(10)

契
約
に
か
か
わ
る
取
り
組
み

(14) (C)

(C)
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I. 働き方改革専門委員会のこれまでの活動内容

II.長時間労働要因調査の背景・結果

• アンケート調査結果

• 有識者ヒアリング結果

III.長時間労働要因分析と解決の方向性

IV.今後に向けて

Ⅳ.今後に向けて
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今後に向けて
⚫ 各社で対応する事項（個人や組織の問題）については、JEITAを通じた情報交換・

発信を図りつつ、各社で真摯に取り組んでまいります。

⚫ ソリューションサービス業界の問題については、ベンダー側の取組みだけでは限界があり、
今回の調査結果を踏まえ、より効率的で生産性の高い働き方の実現に向けて、ユー
ザー企業と一体になって取り組んでまいりたいと考えております。

⚫ 以下の3点は、これまで当たり前だと考えてきた慣例や前提であり、ユーザーとベンダー
で手を付けやすい取り組みだと考えています。
①仕様不透明なままで開発を進めないように、ユーザーとベンダー間で十分なコミュニ
ケーションを取り、仕様の明確化を図ること
②時間外や夜間の打ち合わせを極力控えること
③常駐前提の考え方からリモート対応などへの置き換えを検討すること

⚫ ①と②については、ユーザー企業の働き方改革の推進にも直接繋がると考えております。

⚫ また、③については、ベンダーにとって多様で柔軟な働き方の促進に大きく貢献し、ベン
ダー技術者が地方での勤務が可能になることや、ワークライフバランス向上、ひいては、
ユーザー企業へのサービス向上にもつながっていくと考えます。
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参考： 働き方改革専門委員会メンバー紹介

理事会

・・・・・AVC部会

ソフトウエア
事業委員会

半導体部会

情報政策
委員会

ITプラットフォーム
事業委員会

情報・産業システム部会

ソリューションサービス
事業委員会

産業システム
事業委員会

・・・・・

ITサービスの調達・導入・運用の品質・信頼性向上につながる情報を発信

ソリューションサービス事業委員会

働き方改革
専門委員会
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